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研究成果の概要（和文）：本研究では，発達障害のある高校生又は関係する教師が，高校生活において使用する
「各種ツール」の開発を行った。具体的には，①「学習面・行動面（対人面）の困難」の実態把握を自ら行うた
めの「セルフ・チェックリスト」（標準化参加高校生約14000人）の開発，②①に基づく「本人用自己理解ワー
クブック」の開発と試行的授業実践，③教科担当全教師による「実態把握チェック・リスト－高校生用－」の開
発，④「原版：合理的配慮提供手続きマニュアルー高校生用－」の開発，⑤④の実際的使用におけるエビデン
ス・データの収集，等が実施された。これらは，全て外部専門家との連携のためのデータ提供が行われるよう工
夫されている。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to make some tools and investigate the 
effectiveness for the high school students with Developmental Disabilities. 1)The questionnaire for 
the self-understanding of the perspective related to Developmental Disabilities, 2)The Effectiveness
 of using the textbook of self-difficulties understanding with or without, 3)The development of 
Developmental Disabilities Check-List for the high-school students; Teacher Version,4)Procedure 
Manual for the Reasonable accommodation in High school.        

研究分野：特別支援教育

キーワード： 高校　発達障害　実態把握　自己理解　障害理解　合理的配慮　チェック・リスト　ツール開発
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究の開始当初，日本の小学校・中学校
では「障害者の権利条約の批准」に向け，イ
ンクルーシブ教育に関する体制整備が進め
られていた。それらと比較し，高等学校（以
下「高校」とする）は，障害のある生徒の教
育を制度的に行ってこなかったこと等から，
特別支援教育に関する体制整備にも時間が
かかり，「特別支援教育コーディネーターの
配置」や「校内委員会の設置」等を推し進め
ている最中であった（衛藤，2008）。 
高校の特別な支援の中心は，「特別な教育
課程」の実施が法令上，不可能であったため，
校務分掌の中の教育相談，そして外部専門家
による支援等に集中していた。しかし，外部
専門家等の利用率と比較した時，助言等を活
用した「個別の指導計画」の策定率が低い，
連携成果をうまくできない等の多くの課題
を抱えていた（衛藤，2010）。 
日本では，このような状況であったが，海
外では，外部専門機関のサービス利用に関し，
従来の枠組みの「変更」が多く行われるよう
になってきていた（衛藤，2012；衛藤，2011）。 
これは，IEP（個別教育計画）作成のため，
学校区教育員会が組織する「SST（Student 
Study Team）によるアセスメント（実態把
握）」とは別に，「障害による困難に自分自身
が気づき，必要な支援を自分で申請する」と
い う 枠 組 み の 適 用 で あ る 。 こ の
「Student-Centered Approach」と呼ばれる
方法は，インクルージョン推進の中で進展し
てきたものであり，生徒自身の自己成長を促
すプログラムとして，注目を集めている（衛
藤，2012） 
 
２．研究の目的 
本研究は，インクルーシブ教育先進国にお
ける高等学校の「外部専門家による支援」の
構造分析に関するものである。対象は，発達
障害のある高校生である。 
そのため，①外部専門機関（NPO・PO等）
が高等学校に提供している専門プログラム
の種類・内容に関する体系的分析，②高等学
校における校内システムと特別な支援サー
ビスの対応関係の分析，③発達障害のある高
校生へのサービス・コーディネーションと履
修カリキュラムの内容分析を行う。 
インクルーシブ教育先進国の高等学校へ
の外部専門家（NPO・PO等）による支援は，
日本ではほとんど知られていない。この構造
分析を通して，高等学校における外部専門家
支援のモデル化を行い，高等学校の通常教育
において外部専門家と連動的に機能するた
めの実証的ツールを開発することが本研究
の目的である。 
ところで，米国では，1990 年に全障害児
教 育 法 （ IDEA ） が 制 定 さ れ ， IEP
（Individualized Educational Program：個
別教育プログラム）を作成する権利が全ての
生徒に保障された。そし て，それ以来，学

校区教育委員会は外部専門機関（NPO・PO 
等）と契約し，発達障害のある高校生に専門
性の高いプログラムを提供してきた（衛藤，
2009；衛藤，2008）。 この専門プログラムは，
自閉症や学習障害（LD）と言った障害専門的
なものから，行動マネージ メントやソーシ
ャルスキルと言ったプログラム専門的なも
のまで様々なものがある（衛藤，2008）。 
ところが，ここ 1， 2 年，前述の
「Student-Centered Approach」の考え方 に
加え，高校生活に意欲をなくす退学者が増加
していることから，自己理解教育に関する新
しい 「関連サービス（Related Services）」
の提供が始められている（衛藤，2008）。  こ
れまでの筆者の科研による調査によると，例
えば，米国カ リフォルニア州ロサンゼルス
市近郊では 2011 年度から，バーバンク学校
区とトーランス学校区で は 2012 年度から，
外部専門機関（NPO・PO 等）の開発した「自
己 擁 護 プ ロ グ ラ ム （ Self-Advocacy 
Program）」のサービス提供が行われ始めて
いる。これは，①「自分の困難の状態の定期
的な自 己把握」，②「自分の周りに存在する
社会的資源と支援申請の学習」，③「利用し
ている専門プ ログラムの効果に関する自ら
によるモニタリング」，④「IEP ミーティン
グ参加時の意見表明と申 請の見直し」とい
う内容になっており，これらの①②③④が階
層的な構成になっている。全体的 には明ら
かでないが，これらのプログラムを導入した
高校では，生徒の意欲の向上が観察された 
こと，発達障害のある退学者の人数が減少し
たこと等が，報告されている。 
この専門プログラムの提供を開始した外
部専門機関（NPO・PO 等）は，外部専門機
関（NPO・ PO 等）独自の開発ではなく，
教育委員会・大学（USC），そして保護者団
体と協働してプログラ ム開発にあたったと
聞いている。詳細は不明であるが，この背景
には，これまで福祉サービスが担っていた権
利擁護教育を，IEP による教育サービスの提
供として位置付けるという近年の行政 的判
断が影響しているのかもしれない。その結果，
専門家雇用の人的コストが削減されたとい
う 報告もあり，財政難を抱える日本にとっ
ても今後の参考になるであろう。いずれにし
ても，その 実態はここ数年の変化であり，
研究報告も極めて少ないのが現状である。 
ところで，高校に関して，米国は外部専門
家によるサービス充実の道を選んでいるが，
欧州の インクルーシブ教育先進国の多くは，
カリキュラム検討を中心にする道を歩んで
いる。 
例えば， アイスランドは，フル・インク
ルージョンで有名な国であるが，筆者が直接
視察した  高校では「特別学級（Special 
Class）」が設置されていた。しかし，日本の
小学校中学校の「特 別支援学級（Special 
Support Class）」とは異なり，通常学級も特
別学級も「単位制」になって おり，障害の



ある高校生は「生活スキル・芸術コース」に
所属しながら，障害のない高校生と同 じ授
業を履修したり（国語・数学は除く） ，必
要に応じて「特別な授業（例；障害のある生
徒用の 「技術・家庭科」等） 」を履修した
りしていた。この「柔軟なカリキュラム」に
よるインクルーシ ブな高校教育は，高校内
においても障害のある生徒とない生徒が分
離されている感じがなく，休み時間の談笑や
クラブ活動への参加，共に下校している場面
等があちらこちらで観察された。 
特別学級のホームルームの時間には，外部
専門家のカウンセラーが参加する自己理解
教育の授業の他， 性教育の授業等も行われ
ていた。いずれも特徴的だったのは，障害の
ある生徒用のワークブック が使用されてい
た点にある。それらは１冊の中身が習熟度別
であり，生徒は自分の障害の程度に 合わせ，
自らわかりやすいレベルのページを選んで
いた。 
このような教育のためのツール開発は， 
カリキュラム検討と合わせ，今後，日本でも
必要となってくるであろう（土屋・衛藤，
2013）。そこで本研究では，「高校に専門プロ
グラムを提供している外部専門機関（NPO・
PO） 」と「専 門プログラムを利用し，サー
ビスの提供を受けている高校及び生徒本人」
の両側面から海外での 調査を行い，高校と
外部専門機関（NPO・PO）の機能的な構造
の分析を行う。そして，同時に日本の実践の
再整理と新たな実践に基づき，自己理解教育
を中心とした教育に必要なツール開発を行
う。 

 
３．研究の方法 
開発するツールは，①高校生活の困難に関
するチェック・リスト（生徒用） ，②発達
障害のある生 徒が在籍する学級の授業担当
教員に配布する「個別の支援マニュアル（授
業者用）」 ，③教務部（校 務分掌）保有の
生徒用支援申請書（見本） ，④新設校務分
掌である特別支援教育部の内規（見本）， ⑤
外部専門家（特別支援学校巡回相談員）用の
自己理解教育支援マニュアル，⑥管理職用高
校特 別支援教育運営マニュアル（実施可能
なインクルーシブ教育を含む）である。 
目的達成のための ４つの研究課題は，以
下の通りである。 ①外部専門機関（NPO・PO 
等）が高等学校に提供している専門プログラ
ムの種類・内容に関する体系的分析（平成 26 
年度） ②高等学校における校内システムと
特別な支援サービスの対応関係の分析（平成 
27 年度） ③発達障害のある高校生へのサー
ビス・コーディネーションと履修カリキュラ
ムの内容分析（平 成 28 年度） ④①②③の
調査に基づく日本版高校用特別支援教育ツ
ールの開発（平成 26・27 年度）とそれを用 
いた実践（平成 28・29 年度）。 
 
４．研究成果 

 平成 26 年度は，高校生自身が感じている
「学習面・行動面（対人面も含む）の困難」
の実態を把握するための質問紙の作成を行
った。対象生徒は，普通科 2 校，総合学科 1
校，専門学科（農業科）1 校の計 4 校に在籍
する677名である。分析では，データの欠損，
同一の評定のみの回答を除くデータが使用
された。 
質問紙の因子分析の結果，第 1 因子：「行
動を制御することの困難」，第 2因子：「考え
を表現することの困難」，第 3因子:「長く注
意を払うことの困難」，第 4因子：「否定的な
精神状態」，第 5因子：「読み書きの実施に関
する困難」の 5因子で構成されていることが
明らかになった。 
また，高校生活の困難度に関しては，高校
ごとに困難の程度の集中層が異なっていた。
Ａ校とＤ校は困難度（低）に，Ｂ校は困難度
（高）に，Ｃ校は困難度（中）に集中してお
り，多様であった。 
学習面・行動面（対人面の困難を含む）の
困難さを比較すると，学習面に関する困難を
感じているものが最も多く，行動面に関する
困難と対人面に関する困難は同程度であっ
た。 
これらの結果は，第 52 回日本特殊教育学
会（高知大学）において口頭発表された。 
また，自主シンポジウムを開催し，高校の
特別支援教育の課題を 18 示した。これらの
うち，中核的な課題 3つにおいて先進的な話
題提供を受け（うち 1件は，本研究の共同研
究者による海外の高校の調査報告），検討を
行った（第 52 回日本特殊教育学会，高知大
学）。 
また，高校 2 年生 7000 名弱を対象とした
「学習面・行動面（対人面も含む）の困難の
実態」に関する全県調査を実施した。 
平成 27 年度は，さらに高校 1年生 7000 名
弱を対象とした学習面・行動面（対人面も含
む）の困難の実態」に関する全県調査を実施
し，平成 26 年度に実施した全県調査の際，
課題となった因子構造の再検討を行った。 
その結果，「学習面・行動面（対人面を含
む）の困難」に関する 12 因子と精神状態に
関する 1 因子の 13 因子が抽出されることが
明らかになった。平成 26 年度版の質問項目
を改良した生成 27 年度版の質問項目は，
Basic Academic Skills（基礎的学習能力）
の特定が容易になり，同時に，外部の各専門
家への紹介の適切性を高めることが期待さ
れた。 
また，平成 27 年度は，障害者差別解消法
の施行に伴う合理的配慮の提供のため，「合
理的配慮提供手続きマニュアル－高等学校
基本版」を独力で開発した。これは，リアル・
ニーズ方式と呼ばれる高校生本人の希望と，
高校が提供できる配慮の一致点を探る手続
きに基づいている。この基本メニューには
様々なものがあるが，外部専門家を紹介する
項目が設定されている。 



平成 27 年夏に開発されたこのマニュアル 
は，その実践使用のため，大分県教育委員会
の特別支援教育課，高校教育課と協力し，「大
分県教育委員会版」を作成する原版マニュア
ル（著作権は筆者；大分県教育員会高等学校
特別支援教育協議会において確認済）となっ
ている。 
 大分県の各高校は，さらにこの「大分県教
育委員会版」を改編し，自らの高校の実態に
合わせた「各高校版」を作成している。 
 これらの成果は，第 53 回日本特殊教育学
会（東北大学）で発表された。 
平成 28 年度は，高校生の学習面・行動面
等の困難に関して，平成 27 年度・平成 28 年
度に実施した高校生約14000人のデータ分析
（多変量解析）から，自己理解に関する質問
紙の標準化を行い，最終項目を決定するとと
もに，その結果に基づく「自己理解用テキス
ト」を開発した。このテキストは，発達障害
のある高校生を対象に実際の授業で使用さ
れ，学習効果に関する実際的データが収集さ
れた。これらの成果は，第 54 回日本特殊教
育学会（新潟大学）及び 31st International 
Congress of Psychology（ICP）2016 におい
て，自主シンポジウムを開催した他，口頭発
表された。 
また，合理的配慮に関しては，平成 27 年
度に筆者が開発した「合理的配慮手続きマニ
ュアル－高等学校版－」を改編した大分県教
育版により，高校使用 1年目における各種デ
ータが収集された。同時に高校1校において，
実際の使用に必要ないくつかのツール開発
を行った（例；PTA 保護者会用説明書等）。
この研究成果の一部も第 54 回日本特殊教育
学会（新潟大学）において発表された。 
この他，平成 28 年度は，高校教員用の「学
習面・行動面の困難把握のためのチェック・
リスト」を新たに開発した。これは，学級担
任ではなく，教科担任が記入する方式となっ
ており，それぞれの担当教科の授業内で観察
可能な項目で構成されている。この一部は，
平成 26年度，平成 27年度の学会発表に続き，
平成 28 年度に刊行された書籍の一章におい
て全項目を公開した。 
また，特に困難の多い英語の授業に関して，
前述の自己理解に関する質問紙，英語の得手
不得手に関する質問紙（開発）と実際の英語
の学力の関連性の検討を行い， 31st 
International Congress of Psychology（ICP）
2016 において発表した。 
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